
市 議 会 だ よ り （8）第２３９号 2019年（令和元年）8月10日

●議員からの寄附やあいさつ状（答礼のための自筆によるものを除く）は公職選挙法で禁止されています●
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。
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付
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（
審
議
結
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は
左
表
）

○令和元年定例会開会予定日○

９月定例会 ９月６日(金）

12月定例会 11月29日(金）

※上記は予定であり、事情により変更

される場合があります。

議案等の審議結果一覧

　暴力や食事を与えない等の行為によ
って保護者がわが子を死に追いやると
いった深刻な児童虐待事件が相次いで
いる。国は虐待の発生防止や早期発見に
向けた対応を行ってきたが、悲惨な児
童虐待は依然として発生し続けている。
　今国会に提出された児童虐待防止対
策の強化を図るための児童福祉法改正
案が成立したが、本市議会は国及び政
府に対し、以下の事項につき、取り組
みのさらなる推進を強く求める。
１．「しつけによる体罰はいらない」と
いう認識を社会全体で共有できるよう
周知啓発に努めると共に、民法上の懲
戒権や子どもの権利擁護のあり方につ
いて速やかに結論を出すこと

２．学校における虐待防止体制の構築と
警察との連携強化、スクールソーシャ
ルワーカーやスクールロイヤー配置の
ための財政的支援を行うこと

３．虐待防止のための情報共有システム
を全都道府県・市町村で速やかに構築
できるよう対策を講じると共に、全国
統一の運用基準を定めること

４．児童虐待とＤＶの双方から親子を守
る体制強化を進めると共に、児童相談
所の体制整備や妊娠・出産から子育て
まで切れ目のない支援を行う日本版ネ
ウボラの設置推進を図ること

児童虐待防止対策のさらなる
強化を求める意見書（要旨）
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※○は会派代表者。　　※市議会では会派制をとり議会活動を行っています。なお、所属議員３人以上の会派を、議会運営委員の選出などができる交渉会派としています。
（この会派別議員名簿は令和元年６月24日現在のものです。）

件　　　　　　　名 各 会 派 の 賛 否 審

議

結

果

公

明

党

創

生

市

川

緑

風

会

無
所
属
の
会

日
本
共
産
党

自
由
民
主
党

市
民
の
声
を
届
け
る
会

市
川
未
来
50
年
の
会

市

民

の

風

○市長提出

議　案 第３号 市川市税条例等の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

４号 市川市使用料条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

５号 市川市手数料条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

６号 市川市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

７号 市川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改
正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

８号 市川市介護保険条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

９号 市川市が管理する市道の構造の技術的基準を定める条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

10号 市川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の
一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

11号 市川市火災予防条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

12号 令和元年度市川市一般会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

13号 令和元年度市川市介護保険特別会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

14号 市川漁港係留輸送施設工事請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

15号 院内学級校舎新築工事請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

報　告 第14号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認

○請　願

請 願 第1-1号「国における2020年度教育予算拡充に関する意見書」採択に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択

1-2号「義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書」採択に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択

1-3号 陸上自衛隊木更津駐屯地へのオスプレイ「暫定配備」撤回の意見書を求める
請願 × △ × ○ ○ × ○ × × 不採択

1-4号「幼児教育無償化」で幼稚園類似施設にも何らかの救済を求める請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択
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○議員提出

発　議 第１号 国における2020年度教育予算拡充に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

２号 義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

３号 児童虐待防止対策のさらなる強化を求める意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

４号 信頼される政府統計を目指してさらなる統計改革を求める意見書の提
出について ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

５号「労働者協同組合法案」の早期制定を求める意見書の提出について ○ ○ △ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

６号 生活保護基準の引き下げ中止を求める意見書の提出について × × ○ ○ × × ○ × × × 否　決

７号 日米地位協定の見直しを求める意見書の提出について × × ○ ○ × × △ × × × 否　決

８号 米テスラ社製電気自動車（モデルＳ・モデルＸ）の市長・副市長公用
車への導入見直しを求める決議 × ○ ○ ○ × × △ × × ○ 可　決

※出席した会派の議員全員が、賛成：○、反対：×、出席した会派の議員の一部が賛成・一部が反対：△
※議員別の賛否は市川市議会のホームページに掲載しています。
※市長提出議案及び請願の採決日と議員提出議案の採決日との間で会派の構成に変更があったため、審議結果を分けて掲載しています。


